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研究成果の概要（和文）：ヒマラヤ地域では、道路の拡大で農牧林産物の商品化の可能性が広がる一方、出稼ぎ
の急増による労働力不足から、従来の農牧林業の維持が困難になりつつある。こうしたなかで、家庭菜園や裏山
など、集落に近い場所を利用し、手のかからない農牧林産物を売る人たちが増えてきた。本研究では、現在、ネ
パールとインドとバングラデシュで拡大する農牧林産物交易を取り上げ、世帯労働力と土地利用の変化に注目
し、単一作物栽培には依存しない農民の選択肢を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The Aim of this research is to elucidate trading activities of Himalayan 
farmers who engages in trading of agro pastoral forest products (APF products). Recently, 
opportunity of commoditization is increasing by the expansion of motor road, however, traditional 
mountain farming is declined by labor shortage as a consequence of oversea migration. On the other 
hand, new type of AFP trading is increasing. Low labor impute products, which are cultivated or 
collected at adjoining spaces to house, such as kitchen garden or back yard mountain, are traded as 
cash crops. This research focus on changing household labor and land use, and clarifies selection of
 mountain farmers who are at the opposite position of monoculture economy in cases of APF trading of
 Nepal, India, and Bangladesh. 
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１．研究開始当初の背景 
 ヒマラヤ地域に住む人々は、山地の異なる
高度域において農業や牧畜や森林利用を複
合的に営んできた。これらの産物の一部は商
品として交易や売買の対象ともなった。 
そのあり方はモノカルチャー（単一作物栽

培）とはほど遠いもので、大多数の農民は多
種多様な産物を組み合わせ、地元の定期市や
商人に売るなど、市場の選択肢を持っていた。 
近年、道路網の拡大や出稼ぎの普及に伴い、

新たな商品化の機会を生かすか、送金経済の
なかで従来の農牧林業を規模縮小するか、山
地農民は大きな選択をせまられている。 
 だが、申請者らの研究によると、農民は送
金経済の普及で手のかかる移牧を辞めても、
日帰り放牧で少数の家畜を飼うことを続け
る人もいた。また、家から遠い水田での稲作
を辞めても、近くで畑作を続け、手のかから
ない家庭菜園の野菜や裏山で採集した林産
物の一部を商品として売る人も出だした。 
この結果、農民の利用する生業空間が世帯

や地域によって多様化しながら、農牧林産業
は持続しているのではないかと、申請者らは
疑問を抱くことになった。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、ネパールとインドのヒマラヤ
地域における農牧林産物交易に関する現地
調査をおこなうことで、商品化と労働力の確
保にゆれる農民の選択を土地利用の点から
可視化する。同時に彼らがどのような商品を
組み合わせ、市場を選択するか調査すること
で、モノカルチャーには依存しない農民の選
択肢を明らかにする。さらに両地域の事例を
比較することで、ヒマラヤ南面地域で起きて
いる農牧林産物交易の持続性や多様化の背
景にある地域差や農民の選択肢の幅を考察
することをめざした。 
 
３．研究の方法 
本研究は、ヒマラヤ地域における交易の持

続性に伴う農民の選択肢の幅を考察するこ
とをめざす。このため、近年道路が拡大し、
商品作物栽培が拡大しつつあるネパールと、
以前より道路が開通し商品作物栽培がさか
んなインドで調査をおこなった。各調査地で
は、商品化と労働力の縮小にゆれる農民の選
択を可視化するため、農牧林産物の商品化が
どこで起きているのかを把握し、土地利用の
変化を明らかにする。また、農民がこれらの
産物をどこに売り（市場町、観光地、都市）、
商品はどこに流通するのか、農民が選択する
市場と流通経路を把握することで、モノカル
チャーには依存しない農民の選択肢の幅を
解明することとした。 
 調査地は、(1)極東ネパール、(2)東部ネパ
ール、(3)中部ネパール、(4)インド・ヒマチ
ャル・プラデッシュ州（以下 HP 州）の４箇
所とした。各地域で対象とする農牧林産物は
次の通りである。(1)極東ネパールでは、紅

茶、(2)東部ネパールでは、羊毛敷物や香辛
料、(3)中部ネパールでは、チューリの樹脂
とコーヒー、(4)インド HP州ではリンゴや畜
産物を調査の課題とした。このうち、(4)の
インド HP 州以外の３カ所で調査をおこなう
ことができた。 
 
４．研究成果 
(1)極東ネパール及びインドでの調査 
 初年度には、国境を越えて農牧畜産物がど
のように流通しているのか調査するため、イ
ンドとバングラデシュの定期市を訪れた。こ
の結果、インドからネパールにヤギや水牛な
どの家畜が輸出されていることがわかった。
また、逆にネパールからバングラデシュへは、
イスラーム教の犠牲祭のために牛が流通し
ていることがわかった。 
また、国境にまたがる農牧畜産物の流通を

調査するため、インド西ベンガル州ダージリ
ンと極東ネパールのイラムを訪れ、紅茶と畜
産物の調査をおこなった。 
紅茶に関しては、インド側は典型的なプラ

ンテーション栽培によるモノカルチャーで
茶園を経営していたのに対し、ネパール側は
農民による多品種商品作物栽培の１つとし
て紅茶を栽培し、生産組合を通じて都市の市
場に売っていた。 
畜産物に関しては、インド側は森林保護の

ため放牧禁止でほとんど牧畜がおこなわれ
ないのに対し、ネパール側では放牧もおこな
われ、チュルピーと呼ばれる乾燥脱脂チーズ
を作り、ダージリンをはじめ、ネパールのカ
トマンズにまでも出荷していることがわか
った。 
 
(2)東部ネパールでの調査 
 初年度には、東部山地の丘陵地帯でも調査
をおこなった。ここでは、シナモンの１種で
あるシンカウリの葉が、お茶やカレーの香辛
料としてインドに輸出されるようになり、そ
の栽培が拡大している。近年では、道路網の
拡張に伴い、トラクターで近くの町まで運ぶ
ことができるようになったため、奥地の村の
家の脇で栽培するようになった。まさに本研
究が対象とする手のかからない林産物の典
型例といえる。だが、栽培が拡大するにつれ、
周囲で放牧をしていた羊飼いが集落周辺で
放牧ができなくなるなどの影響が出ており、
土地利用をめぐる社会関係に影響が出てい
た。 
 東部山地では、ラリと呼ばれる羊毛の敷物
を生産しているが、その一部が都市にどのよ
うに流通しているのか、首都カトマンズで調
査した。この結果、商人を通じて村から運ば
れるものもあったが、村で購入したものを持
ち込んだり、贈答で貰ったりしていることが
多いことがわかった。また、首都では原料と
なる羊毛を仕入れて都市で生産している事
例も見つかった。これはパキと呼ばれていた。
その製法は基本的には、東部山地の村で作る



ラリと同じだが、化学染料を用いて染色して
いる点、ドライクリーニングの洗濯機を用い
てフェルトを縮じゅうしている点が異なっ
ていた。パキの購買層のほとんどはネパール
人であるが、外国人の駐在員向けに有機栽培
の野菜を売る市場でパキを売る人もおり、そ
のデザインも国内向けのものとは異なり、外
国人受けするものになっていることがわか
った。 
 
(3)中部ネパールでの調査 
 2015 年 4 月 25 日、中部ネパールを震源と
するマグニチュード 9.0 の地震が発生し、中
部ネパールから東部ネパールにかけて、東西
200 ㎞にわたり、甚大な被害が出た。このた
め、次年度には、当初はインド HP 州で調査
をおこなうはずであったが、これを取りやめ、
被害の大きかった中部ネパールと東部ネパ
ールにおいて、調査をおこなった。 
まず、地震発生直後の４月 30 日に研究代

表者の渡辺が首都カトマンズに入り、カトマ
ンズ盆地における被害状況を調査した。この
結果、被害の多かった地域においても、世帯
ごとに見ると被害の程度はまちまちである
こと、にもかかわらず、地震直後は余震に対
する恐怖感から家のなかにいることができ
ずに、屋外に避難している人がほとんでであ
ること、住民が希望しているのは食料ではな
く、雨季を乗り切るための仮設住宅であり、
シートやトタンが不足していることなどを
報告した。 
また、研究分担者の橘は、５月２日にカト

マンズ入りし、カトマンズ盆地の被害状況を
確認するとともに、彼が長年調査するチトワ
ン郡のＭ村にも視察に出かけた。結果として、
政府の援助は来ていないが、住民は家畜小屋
を用いて仮設住宅としていること、家屋の被
害は開発計画の結果建てたネパール式のレ
ンガの家に集中しており、先住民の人たちが
もともと作っていた木の家は倒壊を免れた
こと、このため、これからはネパール式では
なく、自分たちのやり方で家を建てるのがよ
いと納得したこと、実際に住まいを新築する
と、ネパール式の場合は数百万円かかるのに
対し、自分たちのやり方だと数十万円でおさ
まり、ネパール政府から支給される補助金
（約 20 万円）の範囲内で収まることなどを
報告した。 
 これらの結果は、名古屋大学の防災研究所
や立命館大学でおこなわれたネパール地震
に関する緊急調査報告会で、研究者だけでな
く、一般市民の方々を対象に報告した。 
震災に関する調査は次年度も継続し、中部

ネパールのラスワ郡、シンドゥパルチョーク
郡、東部ネパールのオカルドゥンガ郡、ソル
クンブー郡で被害状況や復興の状況を確認
している。 
 本研究の対象とする農牧林産物の交易に、
地震が及ぼした影響は著しいものがある。中
国チベット自治区から通じる自動車道路は、

国境付近が震源に近く、甚大な被害が出てお
り、2017 年 3月時点でも再開のめどはたって
いない。このため、陸路による中国向けの物
資はすべて、従来のコダリルートではなく、
ラスワ経由となっている。主街道の封鎖で脇
街道が復活したことになる。チベット絨毯な
ど、観光客向けのみやげ物となっていた羊毛
製品は、従来からニュージーランド産の原毛
の割合がチベット産のものより多かったが、
震災以降、さらにその比重が高まるものと思
われる。 
 今後、地震の結果として、出稼ぎの急増が
予想される。これは、地震で家を失った人や
建て替えをする人が急増しているためであ
る。ネパール政府による援助には限界があり、
新築の場合、数百万円単位での自己負担が必
要となる。それをまかなうには、ネパールの
ように産業の少ない国では出稼ぎしかない。
実際、本研究の調査地でも、震災以降、出稼
ぎは増えている傾向にある。農牧林産物の交
易により、出稼ぎに頼らなくても、現金収入
が得られる副業が今後成長することが期待
されたが、震災という大きな壁にぶつかった
といえる。 
 
(4)ヒマラヤの家畜回廊に関する調査 
 2015 年度には、初年度の調査をふまえ、バ
ングラデシュで犠牲祭の調査をおこなった。 
この調査は次の構想に基づくものである。

ヒマラヤでは、日常的な消費だけではなく、
非日常的な消費が農牧林産物の消費を生み
出している。たとえば、ネパールでヒンドゥ
ー教の大祭であるダサインが祝われる秋に
は、国内の家畜やインド産の家畜だけでは足
りず、チャングラと呼ばれるチベット産の羊
や山羊を売る家畜市が、カトマンズの町にた
つ。また、イスラーム教徒の多いバングラデ
シュでは、イスラーム月の最終月に犠牲祭が
おこなわれ、ダッカの町に家畜市がたつ。そ
こには隣国のインドやネパールでヒンドゥ
ー教徒が飼育した廃用牛が持ち込まれると
いう。ヒンドゥー教徒は、聖なる牛を殺すこ
とができず、隣国のバングラデシュに売るこ
とで、廃用牛を処分しているというのである。 
このような宗教上のタブーを利用し、異な

る宗教を信じる人々の間で家畜の交易がお
こなわれている現象を、われわれはヒマラヤ
の家畜回廊と呼び、首都ダッカとタンガイル
県で調査をおこなった。 
 同地域では、犠牲祭の前には、牛、ヤギ、
ヒツジなどの家畜市がたつ。農民は子牛を半
年から１年間肥育し、売っている。家畜のな
かには、明らかにインドやネパールから持ち
込まれた改良品種がいた。しかし、在来種と
現地で呼ばれている家畜のなかにも、もとも
とインドやネパールで飼育されていたもの
が、バングラデシュの家畜市に運ばれて、「在
来種」として売られている可能性もあり、こ
の点は国境近くの市場で流通経路を特定す
るため、さらなる調査が必要である。 



犠牲祭で供儀された家畜の皮を売って得
た現金は、イスラームの慣習にのっとり、貧
しい人に施しをしなければならない。ところ
が、その皮は、首都ダッカで加工される。バ
ングラデシュでは皮革産業が発達しており、
皮製品はインドをはじめ諸外国に輸出され
る。 
ここから、ヒマラヤの家畜回廊は、バング

ラデシュで皮に変換され、インドをはじめと
する諸外国に還流してゆくことがわかった。 
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